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１．第13回汚染防止・対応小委員会（PPR13）について 

対面及びリモート会議形式により開催された第 13回汚染防止・対応小委員会（PPR13）

では、主に国際海運からの GHG 排出削減、船体付着生物管理法的枠組みの策定、海洋プ

ラスチックごみ問題、ブラックカーボン排出の北極圏への影響の低減等について審議が

行われた。 

同会合の審議概要（出典:国土交通省 プレスリリース）及び報告書本文のうち国内委

員会で審議した議題の翻訳を、次頁以降に示す。 

同会合報告書（原文）及び各議題に対する提案文書については、IMO の web サイト

（http://docs.imo.org/）を参照のこと。 

 

議題 1：議題の採択 

議題 2：他の IMO 組織の決定 

議題 3：化学物質の安全及び汚染の危険性と IBCコードの改正準備 

議題 4：高融点及び/又は高粘度の製品の貨物タンクストリッピング、タンク洗浄作

業及び予備洗浄手順の有効性を改善するための MARPOL条約附属書Ⅱの改正 

議題 5：侵略的水生生物の越境移動対策のための船体付着生物管理法的枠組みの策定 

議題 6：国際海運によるブラックカーボン排出の北極圏への影響の低減 

議題 7：EGCS排水の水環境への排出に関する条件及び区域を含む規則及びガイドラ

インの評価及び調和 

議題 8：MARPOL附属書Ⅵ及び 2008年 NOxテクニカルコードにおける NOx排出要件

の見直し 

議題 9：非炭素系燃料エンジンの認証方法に係る NOxテクニカルコードの見直し 

議題 10：MARPOL条約附属書 IV及び関連ガイドラインの改正 

議題 11：船舶からの海洋プラスチックごみ対策行動計画に関するフォローアップ作業 

議題 12：船舶の機関室ビルジの汚染防止装置に関するガイドライン（決議 MEPC.107

（49））の改正 

議題 13：IBTSガイドラインの見直し並びに IOPP証書及び油記録簿の改正 

議題 14：IMO 環境関連条約の統一解釈 

議題 15：2か年議題及び PPR 14 の暫定議題 

議題 16：2027年の議長及び副議長の選出 

議題 17：その他の議題 

議題 18：MEPCへの報告書の検討 
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令 和 ８ 年 ２ 月 １ ６ 日  

総合政策局 海洋政策課  

海事局 海洋・環境政策課 

船体付着生物管理のための新たな条約の策定に向けた検討が開始されました 

～ 国際海事機関 第 13回汚染防止・対応小委員会の開催結果 ～ 

令和 8年 2月 9日～13日にかけて、国際海事機関（IMO）第 13回汚染防止・対応小委

員会（PPR 13）が開催されました。今次会合では、船体に付着した生物の越境移動を防止

する新たな条約の策定に向けた検討が開始されました。また、アンモニアや水素を燃料と

するエンジン普及に向けた環境整備の一環として、これらのエンジンに対応するための

NOx規制の改正が合意されました。 
 

今次会合における主な審議結果は以下のとおりです。詳細は別紙をご覧ください。 
 

１．船体付着生物管理のための条約策定 

●海洋生態系の保全の観点から、船体に付着した生物の越境移動を防止するため、新たな

条約の策定に向けた検討が開始されました。2029 年を目標として条約を策定するため、

次回会合以降、予防的な付着防止方法、事後的な船体洗浄方法等を検討することとなり

ました。 
 

 

２．船舶からの排ガス規制強化 

●アンモニアや水素を燃料とするエンジン普及に向けた環境整備の一環として、我が国が

米国等とともに提案した、舶用エンジンの窒素酸化物（NOx）規制における NOx放出量

の算出方法が合意されました。今春に開催予定の第 84 回海洋環境保護委員会（MEPC 

84）において、この合意を取り入れた NOx規制の改正が承認される見込みです。 

●船舶からの北極圏海域でのブラックカーボン※１排出対策として、同海域で使用可能な燃

料について議論が行われました。我が国を含む複数の国は、液化天然ガス（LNG）等は

使用可能な燃料として位置づけられるべきであると主張し、多くの国がこれを支持しま

した。次回会合以降、我が国の主張も踏まえて引き続き検討することとなりました。 
※１ ブラックカーボンとは、ディーゼルエンジン排気ガス等に含まれるすす粒子であり、気候変動（温室効果）、雪

氷の融解等の悪影響がある大気汚染物質 

 

３．船舶からの海洋プラスチック流出対策 

●海上輸送されるプラスチックペレット※２の事故時等における流出対策について検討が

行われ、我が国は既存制度との整合性を確保するべきと主張しました。議論の結果、我

が国の主張も踏まえ、新たな規程（コード）を策定することが合意されました。具体的

な対策については、次回会合以降で引き続き検討することとなりました。 
※２ プラスチック製品の原料となる小さな粒状のプラスチック素材 

 

＜問合せ先＞  代表 03-5253-8111 

海事局 海洋・環境政策課 宮崎、星野 総合政策局 海洋政策課 川邉、森 

直通:03-5253-8118           直通:03-5253-8266  

（内線：43-922、43-941）       （内線：24-362、24-376） 
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１．カーボンニュートラルの推進に向けた国際的な動向の調査結果 

1.1 “Nor-Shipping2025”  

本年度の調査研究として、2025 年 6 月 3 日から 5 日にわたってノルウェーのリルス

トレイムにおいて開催された、“Nor-Shipping2025”に参加した。 

“Nor-Shipping”は 1965年に始まり、50年間以上にわたって隔年で開催されている

国際的なフォーラムである。本フォーラムは海運業界にとって重要な会合の場であり、

船主、造船業者、船級協会、技術サプライヤー、イノベーター、船舶金融業者、業界リ

ーダー等の海運業界関係者が、最も多く参加するイベントの一つとなっている。 

会場では、世界各国の企業等が、国毎に分けられたブース内において、造船や海運技

術等に関する出展を行い、併せて、隣接する会議場において、セミナー形式で洋上風力

発電及び船舶の脱炭素化等の最新技術の発表や意見交換が広く実施された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世界各国の企業等による出展では、42 カ国から 892 社の企業等が、最新技術等を紹

介し、企業間での情報交換や営業活動が熱心に行われていた。 

我が国のパビリオンでは、以下の企業等による出展が行われ、他国のブースと比べて

も非常に多くの訪問客が目立ち、盛況の様子であった。 

  ・ダイハツディーゼルインフィニアース株式会社 

  ・富士貿易株式会社          ・日本舶用工業会 

  ・今治造船株式会社          ・伊藤忠商事株式会社 

  ・日本船舶輸出組合          ・JRC 日本無線株式会社 

  ・川崎重工業株式会社         ・丸紅株式会社 

  ・株式会社ミカサ           ・三菱商事 

  ・三井物産株式会社          ・株式会社名村造船所 
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  ・日本シップヤード株式会社      ・西芝電機株式会社 

  ・大島造船所             ・株式会社新来島サノヤス造船 

  ・株式会社シンコー          ・住商マリン株式会社 

  ・住友重機械工業株式会社       ・東京計器株式会社 

  ・日本海事協会            ・富士電機 

 

例えば、液化水素船についてのブースでは、各国の訪問客からは液化水素の温度管理

方法や今後の事業スケジュールについての問い合わせが見られ、多くの関心が寄せら

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他国のブースにおいては、特に代替燃料及び洋上風力発電に関する技術紹介が行わ

れていた。今年 4 月に開催された MEPC83 において、GHG 削減中期対策として「使用燃

料の GHG 強度規制（GFI規制）」と「IMOネットゼロ基金による脱炭素化の促進」の 2つ

の柱を含む MARPOL 条約附属書 VI の改正案が承認された。同改正では、燃料の GHG 排

出強度（GFI）を段階的に規制し、基準を超えた場合には是正金の支払いが必要となり、

逆に、基準を達成した船舶には経済的インセンティブが与えられる。また、規制の対象

範囲が拡大し、燃料が船に積まれてから実際に燃焼・利用され、排出されるまでの GHG

排出量（Tank-to-Wake）だけでなく、燃料の原料採取、製造、精製、輸送、貯蔵、バン

カリング（給油）までの工程で発生する GHG排出量（Well-to-Tank）も含める方向性が

示された。 

こうした背景を受けてか、多くの企業が環境保護に資する技術を全面的にアピール

する様子が目立った。 

特に多く見られ、目を引いた内容は船舶の風力推進の利用である。前回会合では、甲
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板上に FRPパネルの帆を複数設置する取り組みが見られた。今回は、回転するローター

による風力推進が多く紹介された。回転ローター船（ローター船）は、船体上に垂直に

設置された円筒型ローター（回転体）をモーターで回転させ、風力とマグヌス効果を利

用して推進力を得る船舶である。1924 年にドイツで発明され、同技術が省エネ・脱炭

素化の観点から再注目されている様子であり、多くの会社の展示ブースで見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、各企業の出展と平行して、出展会場に隣接した 2～3カ所のステージにおいて

セミナーが開催された。各セミナーは同時進行で開催されたため、全てのセミナーに出

席することはできなかったが、特に洋上風力発電及び代替燃料に関する以下のセミナ

ーにそれぞれ出席したため、各セミナーで発表された技術等を次頁以降に紹介する。 

 

・The future of offshore hydrogen 

・Setting new standards: unlocking potential wits S-100 

・Maritime Hydrogen Solution 

・HiMSEN Methanol & Ammonia Engine 

・Ocean Green Hybrid CC – the path towards carbon free ocean crossing 

・Wind Propulsion Performance: What’s real, What’s verified? 

・Beyond LNG – alternative Fuels to achieve NetZero in Marine Shipping 

・Is there such a thing as a simple BWMS? 

・AMMONIA SAFETY 

・Actual Decarbonisation Projects to Future-Proof Fleets – Lessons Learned 

・Onboard Carbon Capture: A Case Study of the 30K LCO₂ Carrier 
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1.2 The future of offshore hydrogen 

本発表は、HECLA 社の Benjamin Gibson 氏により、海運分野に適用されつつある EU

域内規制（EU ETSおよび FuelEU Maritime）と、現在 IMOで検討が進められている Global 

Fuel Standard 案を対比させながら、その構造、コスト影響、実務上の課題、および

HECLA社が提供するソリューションを解説したものである。同社の発表概要を以下に示

す。 

 

HECLA社は、EU ETS・FuelEU Maritime・今後導入予定の IMO Global Fuel Standard

といった GHG 規制に対する実務的な管理を支援するため、2023 年に設立された排出

管理専門会社である。現在は約 1,200 隻の船舶を対象に、排出量管理、規制コスト評

価、コンプライアンス戦略の立案を行っている。 

本講演では、主に以下の三つの制度について説明がなされた。 

 

EU ETS： 

2024年から海運が正式に組み込まれ、タンク・トゥ・ウェイク排出量に応じて EUA

の取得・償却が必要となる制度である。対象は EU港関連航行に限定されており、市

場および手続きは既に成熟していることから、実務上は比較的扱いやすい制度と位

置付けられている。 

 

FuelEU Maritime： 

2025年に開始される EU独自規制であり、燃料のライフサイクル GHG強度に基づき

コンプライアンスを評価する枠組みである。目標値を上回る削減（過達成）と不足分

を、船主・用船者間で移転・精算する必要があり、チャーターパーティや契約実務へ

の影響が大きい点が強調された。 

 

IMO Global Fuel Standard（案）： 

2028年導入を目指す国際制度案で、FuelEUと類似した「燃料 GHG強度＋トレーデ

ィング」モデルが想定されている。世界全体の航行を対象とすることから、データ捕

捉方法、旗国と港湾国の役割分担など、新たな実務的課題が生じると指摘されている。 

 

コスト面については、EU ETSと比較して、FuelEU Maritime および将来の IMO制

度の方が、1トン当たり燃料コストへの実質的な上乗せが大きくなる可能性が示され

ている。特に FuelEUについては、5年ごとに目標値が強化される設計となっており、

2028〜2030 年にかけて大きなコスト上昇が生じ得るとされている。 

 

同社は、FuelEU 向けに「Compliance Market Indicator（CMI）」を開発している。

これは、ペナルティ単価とバイオ燃料等による最適な達成コストとの中間点を指標
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化し、実質的なコンプライアンス価格の目安を提供するものである。 

 

FuelEU では、規制年度内にバイオ燃料などを実際に使用しない限り、過達成クレ

ジットは発生しないため、対策を先送りすると「時間切れ」によってコンプライアン

スコストが急激に跳ね上がるリスクがあるとのことである。 

 

同社は、FuelEUおよび将来の IMO制度における過達成クレジットをトークン化し、

売買・移転を可能とするプラットフォームを提供している。各航海における検証済み

排出実績に基づき達成状況を記録し、船主・用船者・燃料サプライヤー間で取引を行

う枠組みであり、コンプライアンス価値の可視化と移転を支援することで、FuelEU／

IMO時代の新たな環境価値市場のインフラとなることを目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 Setting new standards: unlocking potential wits S-100 

本発表は、NAVTOR 社および英国水路部（UKHO）関係者により、次世代海図データフ

レームワークである S-100の概要と、その導入によって海上交通・航海計画・運航最適

化にもたらされる変化について解説したものである。同社の発表概要を以下に示す。 

 

S‑100 は、IHO が策定した拡張可能な共通データフレームワークであり、S‑101 新世

代 ENC、S‑102 水深グリッド、S‑104 水位、S‑111 表層流など複数の製品仕様を同一基盤

上で扱える点が特徴となっている。これらを組み合わせることで、ECDIS 上で潮汐・水

位・流況を反映した「動的な安全等深線」表示が可能になり、入出港タイミングの最適

化、喫水限界船のアクセス性向上、錨地待ち削減・スロースチーミングによる燃費・GHG

削減など、運航・安全・環境の三面でメリットがあるとの説明があった。 
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UKHOとフランス SHOM は、ポーツマス〜サウサンプトン〜シャネル諸島〜サン・マロ

海域を国際試験場として、S‑101/102/104/111 などの試験データを整備してシステムを

提供している。同社はこれを自社計画システムに取り込み、ブリッジチームによる評価

デモを実施しているとのことである。 

 

規制面については、新しいS‑100対応 ECDISの性能基準が 2026年 1月に有効になり、

2029 年以降は新規装備 ECDIS は S‑100 対応のみとなる一方、S‑57 と S‑100 を扱える

「デュアル」ECDISが必要であることや、S‑100 の利点を十分活かすには S‑100 データ

購入が必要であるとのことである。また、デジタル署名・データチェーンによる真正性

の保証や、ルート情報等の安全な船陸交換など、サイバーセキュリティ・データ配信の

運用設計が今後の課題とのことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 Maritime Hydrogen Solutions 

本発表は、Norwegian Hydrogenと Hexagon Purusが、海上輸送向けグリーン水素の

供給インフラと圧縮水素燃料システムを組み合わせた実用ソリューションを紹介した

ものである。同社の発表概要を以下に示す。 

 

Norwegian Hydrogen社は、ノルウェーの Hellesylt 等で電解装置によるグリーン水

素製造を開始しており、日に 1トン超規模で水素を生産し、鉄鋼還元やアスファルト加

熱等の陸上産業に供給している。EU ETSや FuelEU Maritime などの規制により化石燃

料コストは今後大きく増加し、グリーン燃料とのコスト差が縮まる見込みとされてい

る。 
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また、Hexagon Purus 社は、軽量複合材タイプ 4タンクを用いた圧縮水素貯蔵・供給

システムを紹介し、既にフェリー、高速艇及びバス・トラック等、100件超の運用実績

があると紹介した。バッテリーは片道や短距離には適するがエネルギー密度に限界が

あるのに対し、40ft 水素コンテナ 1 本でフェリー1 日分運航を夜間一回の燃料補給で

賄える例を示し、沿岸フェリー、港湾タグ、オフショア支援船など「同一港に日帰り・

数日ごとに戻る船種」には圧縮水素が適しているとのことである。 

 

両社は、技術・規則とも既に実用段階にあり、水素船はノルウェーなどで運航を開始

していること、今後は再エネ・水素インフラの拡充と規制コスト上昇を背景に、こうし

たソリューションが短中距離海運の現実的なゼロエミッション選択肢になっていくと

強調した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5  HiMSEN Methanol & Ammonia Engine 

本発表は、HD Hyundaiが、中速ディーゼルエンジン「HiMSEN」シリーズについて、

燃料多様化を三世代に区分して紹介したものである。同社の発表概要を以下に示す。 

 

HD Hyundai社は燃料の多様化について、第一世代を従来のディーゼル専焼機関、第

二世代を LNG デュアルフューエル機関、第三世代をメタノールおよびアンモニア対応

機関と位置付け、脱炭素化の進展に合わせて燃料ポートフォリオを拡張している。 

 

メタノールは現時点で唯一、商業的な受け入れ体制が進んだ次世代船舶燃料とされ

ており、同社は 2022 年にメタノール専焼機関「8H32/40 LM」、2023年に「8H22C/LM」
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「8H22C/LA」などを市場に投入した。さらにメタノール・アンモニアの両燃料に対応す

るため、同社は「Second Fuel Generation System（SFシステム）」と呼ぶ二次燃料供

給コンセプトを開発している。これは、エンジン上のコンパクトなブースティングユニ

ットに高圧系統を集約し、二重壁コモンレールを介して二次燃料を供給することで、高

圧配管長の短縮と安全性・コストの両立を図るものである。 

 

アンモニア機関については、240kW/シリンダ級の「8H22C/DF-ANZ」、600kW/シリンダ

級の「8H32/40 DF-LA/ANZ」が開発されており、いずれもディーゼルベース機関と同等

の出力を維持することができる。機関構造としては、ディーゼルサイクルによる高圧直

噴方式を採用することで、高効率と未燃 NH₃スリップの抑制を両立させている点が特徴

である。また、型式試験ではディーゼルとアンモニア間の燃料切替が 25〜80％負荷域

で 1分以内に完了し、運転上の柔軟性も確認されたと報告された。 

 

同社は、これまでに納入した 15,000 台超の HiMSEN から得られる運転データに基づ

き、機械学習を用いた仮想エンジンモデルを構築し、型式試験ケースの削減と性能予測

精度の向上を実現している。今後はメタノール・アンモニアに加え、水素やハイブリッ

ド電力ソリューションを含む「HiMSEN ゼロエミッションエコシステム」を構築する方

針を示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1.6  Ocean Green Hybrid CC – the path towards carbon free ocean crossing 
本発表は、Siemens Energy が、大型外航船向けのガスタービン・蒸気タービン複合

推進システム「Ocean Green Hybrid Combined Cycle（Ocean Green Hybrid CC）」を紹

介し、LNG キャリアを例に環境性能・経済性の評価結果を示したものである。同社の発
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表概要を以下に示す。 

 

本推進システムは、ベースケースとして従来の 2 ストローク主機＋ボイラ構成を持

つ 174k m³級 LNGキャリア（全長約 299m、幅 46m）を対象としている。主機・関連補機

の撤去に伴う重量・スペースを再配分することで、約 18m相当の船体長に相当する余裕

が生まれると試算されている。この余裕を貨物タンクに転用することで、LNGタンクを

10 基追加し得るとし、同一船型での積載量大幅増加が得られるポテンシャルが示され

た。 

 

従来の LNG船で問題となるメタンスリップについて、Ocean Green Hybrid CC はガス

タービンの連続燃焼により未燃メタン排出を実質的に解消し得るとのことである。DNV

による解析では、米国–アジア航路を想定した場合、従来構成に比べ LNG消費量・温室

効果ガス排出量が大幅に低減される結果が示されている。 

 

機関のシステム構成は、主ガスタービン（SGT-400）、熱回収蒸気発生器（HRSG）、蒸

気タービン、電気推進または機械直結推進、統合パワープラント制御システムから成る。

ガスタービンは 13MW・15MW 級のバリエーションを持ち、発電機直結型とギア直結型を

選択することができる。電気推進の場合、電動機の高トルク・低回転特性を活かしてプ

ロペラ設計自由度が向上し、港湾陸電との連携による停泊中の排出ゼロ化が容易にな

る。 

 

機関構成は、ガスタービンをギアボックスに直結させ、PTI/PTO付き電動機を併設す

ることで、通常時は機械直結推進、非常時には電動機駆動による低速退避を可能とする

ものである。電力系統には同社の「BlueDrive DC Grid」と「BlueVault」バッテリーを

組み合わせることで、ピーク負荷補助、ブラックアウト防止、燃費改善を図っている。 

 

SGT-400 はオフショア施設等で 400 基以上の実績と 700 万運転時間超を有しており、

高出力密度、低振動・低騒音、低潤滑油消費（約 1,500L/年）といった特性を持つ。こ

れにより、クルーズ船等では潤滑油費用の削減（約 20万 EUR/年規模）と快適性向上が

期待されている。 

 

総じて、Ocean Green Hybrid CCは「重油を使用しない大洋横断船」に対する有力な

選択肢として位置付けられ、LNGキャリアのみならずクルーズ船、バルカー、タンカー、

RoRo/RoPaxなど幅広い船種への適用が想定されている。 
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1.7 Wind Propulsion Performance: What’s real, What’s verified 
本発表は、ANEMOI、Lloyd’s Register、International Windship Associationが、

風力補助推進（とくにローターセイル）の性能評価について、「メーカー主張」と「第

三者検証」のギャップをどう埋めるかを議論したものである。同社の発表概要を以下に

示す。 

 

ANEMOI 社によれば、複数のベンダーがそれぞれ高い燃費削減効果を主張する中、船

主が数十年単位の投資判断を行うには第三者による性能検証が不可欠とのことである。

燃費統計の単純比較は、風況・海象・船体汚損・潮流など多くの要因に影響されるため、

風力推進の純粋な寄与を抽出するには不十分である。そのため、ITTC や ISO 15016に

基づく海上試験手法を基礎としつつ、風向・風速など風力特有の要素を加味した手法の

標準化が必要とのことである。 

 

また、Lloyd’s Registerは、独立・中立の立場から、CFD解析・運航データに基づ

く性能モデル・機械学習を組み合わせた「性能検証フレームワーク」を説明した。この

評価指標は、推力そのものよりも「プロペラ効率」「ローターの駆動電力を差し引いた

正味の燃料削減」「ライフサイクルコスト」を重視しており、何を性能として見るかを

事前に明確化することが重要とのことである。 

 

一方、業界団体としては、長距離バルカー運航において、風力推進に係るデータが速

度最適化ツールの入力品質を左右し、結果として運航戦略・新造船仕様・投資判断に直

結するとのことである。パイロット船ではシミュレーション値と実績が概ね一致して
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おり、技術自体の性能よりも、初期不具合への迅速な対応と港湾でのサポート体制が鍵

になるとされた。 

 

各手法の標準化の進捗として、ISO 15016の改訂、ローターセイル専用の ISO規格の

策定及び ITTC・DNV による風力推進の海上試験ガイドラインの作成が進んでおり、方法

論の収束が期待されるとの報告があった。ANEMOI社は、自社パイロット結果を匿名化・

集計して業界に共有する意向も示し、透明性向上が普及の前提であると強調した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8 Beyond LNG – alternative Fuels to achieve NetZero in Marine Shipping 
本発表は、NEUMAN & ESSER が、LNGを「移行期燃料」と位置付けたうえで、水素とそ

の誘導体（アンモニア、メタノール、e-fuel）の位置づけと限界を整理したものである。

同社の発表概要を以下に示す。 

 

海運は世界温室効果ガス排出の約 3％を占め、ドイツ一国や世界のアンモニア肥料産

業、航空セクターに匹敵する規模となっている。IMO の 2050 年目標達成には、従来燃

料の効率化だけでなく、CO₂をほぼ排出しない燃料への転換と、船体設計・運航方法改

善による約 50％の省エネを組み合わせる必要があるとのことである。 

 

LNGは SOx・NOx の面では優れるが、タンク・トゥ・ウェイクで約 20％、ライフサイ

クルベースでは約 18％の CO₂削減にとどまり、メタンスリップの GWP（84 倍／20 年）

が大きな課題である。また、2022 年以降の地政学リスクにより価格変動が大きく、海

運単独での安定調達は難しい状況となっている。 
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善による約 50％の省エネを組み合わせる必要があるとのことである。 

 

LNGは SOx・NOxの面では優れるが、タンク・トゥ・ウェイクで約 20％、ライフサイ

クルベースでは約 18％の CO₂削減にとどまり、メタンスリップの GWP（84 倍／20 年）

が大きな課題である。また、2022 年以降の地政学リスクにより価格変動が大きく、海

運単独での安定調達は難しい状況となっている。 
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水素については、電解に約 50〜55kWh/kgが必要であり、水はバケツ 1杯程度必要で

ある。よって、水はボトルネックではないものの、電力コストが決定的な問題であり、

電力単価 1セント増につき水素価格は 0.5〜0.6€/kg上昇するとのことである。 

水素は液化に 8〜10kWh/kg を要し、エネルギーの約 1/3を消費するため、再エネには

非効率とされている。大型コンテナ船においては、同じタンク容積で重油の 1/4以下の

航続距離しか得られず、運用上現実的でないとのことである。 

 

アンモニアは既存インフラを活用することができ、燃焼時に CO₂が排出しないが、毒

性・NOx 対策・エネルギー密度の低さが課題である。1トンのアンモニアの製造には約

180kgの水素が必要であり、グリーン水素・再エネ電力を前提とすることが不可欠とさ

れている。 

 

メタノールは液体燃料として取扱い性に優れるが、排気 CO₂を伴うため、カーボンニ

ュートラル認証（DAC 由来 CO₂＋グリーン水素）や船上 CO₂回収との組合せが規制上重

要となる。同社によれば、ブラジルやルーマニアでグリーン水素を用いた SAF・再生可

能ディーゼル・e-fuel生産プロジェクトでは、Fischer–Tropsch法によると 2,500バレ

ル/日規模の eディーゼルには年間 3,000GWhの電力が必要との試算が示されている。 

 

同社は、巨大コンテナ船や航空など「高エネルギー密度が不可欠な用途」では、e-fuel

がほぼ唯一の選択肢となる一方、その他の船ではアンモニア・メタノール・水素を組み

合わせ、CO₂回収・循環炭素と併せた統合的な戦略が必要と強調した。 
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1.9 Is there such a thing as a simple BWMS? 

本発表は、Teamtecが、自社のバラスト水管理装置「Sensa」を例に、BWMSの「シン

プルさ」と信頼性向上の関係を紹介したものである。同社の発表概要を以下に示す。 

 

初期の BWMS は、微細ろ過・UV・電解など複数技術を組み合わせた高度な構成であっ

たが、その結果、フィルター目詰まり、消費電力の増大、オートメーション不具合など

が頻発し、現場乗組員が運転を敬遠する事例が多かったとのことである。設計者・造船

所にとっても、複雑な配管・電源要求・大量の図書作成・教育・保守計画が大きな負担

となっていた。 

 

Sensaは「フィルター無し」「TROモニター無し」を特徴とする次亜塩素酸ナトリウム

注入方式であり、標準構成（1,500m³/h級）では主要コンポーネントを約 9点に集約し

ている。バラストラインにはフィルターを設けず、上流・下流に TROセンサーを 1台ず

つ配置し、流量計による検知に応じて 12％NaOCl を注入する。 NaOClは汎用品であり、

世界中で容易に調達可能な点が利点とのことである。 

 

保持時間は海水で 4 時間、淡水で 8 時間であり、通常の航海期間（1〜2 週間）を経

ることで NaOCl 濃度は自動的に約 90％減衰するため、デバラスト時の中和薬注量は少

なくて済むとのことである。フィルター撤去により最小入口圧力要件は無く、全系統の

圧力損失は約 0.5barに抑えられ、レトロフィット時のポンプ余裕不足問題を軽減でき

るとのことである。 

 

Sensaの消費電力は約 7kWであり、80,000m³のバラスト作業で電力コストは約 28USD

と試算されるのに対し、同規模の 500kW 級 BWMS では約 2,016USD の燃料費が必要にな

るとの概算がある。Sensa では NaOCl 薬剤費として年間約 5,400USD 程度を要するが、

フィルター・UVランプ・電極・TRO試薬など他方式で必要なランニングコストが不要と

なるため、トータルコストで高い競争力を有するとのことである。 

 

また、ロッテルダム港では、Sensa 一式をコンテナに収めたモバイル BWMS が導入さ

れており、バージ等 BWMS非搭載船のバラスト水を港側で処理するサービスに活用され

ている。これにより、スペース制約のある船舶でも条約要件を満たした排出が可能にな

るとして、港湾支援型ソリューションの一例となっている。 
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1.10 AMMONIA SAFETY 

本発表は、ABS が、アンモニアを船舶燃料・輸送貨物として利用する際の安全課題と、

経済性・供給見通し・エンジン排出特性を整理したものである。同社の発表概要を以下

に示す。 

 

IMO の GHG 排出削減目標の達成に向け、CO₂フリー燃焼を行う燃料としてアンモニア

が有望視される一方、その高い毒性・腐食性・NOx生成ポテンシャルが大きな安全課題

となっている。ABSは、燃料 GFI（Green Fuel Index）とそれに連動する課徴金・クレ

ジットの枠組みにより、GFI が高い化石燃料は CO₂課徴金 280USD/tCO₂相当の負担を伴

う一方、GFI の低いグリーン燃料はクレジット取引の機会を得られることを示し、アン

モニアが長期的には経済的に競争力を持ち得る点を指摘した。 

 

供給面では、2030 年代初頭までに約 8,000 万 t/年の追加グリーン/ブルーアンモニ

ア生産能力が立ち上がる可能性があり、その主な用途は水素キャリア、船舶燃料、石炭

火力混焼とされている。一方、既存の用途と合わせると海運向け供給に制約が生じる可

能性もあり、実際の利用可能量は中庸シナリオ（例：8,000万 t/年）付近に落ち着くと

の見方が示された。 

 

エンジンからの排出面では、MAN・WinGD・J-ENGの 2ストロークアンモニア機関開発

試験に基づき、N₂O 排出は最適制御により従来燃料と同等に抑えられ、NOxは燃焼冷却

効果により 40〜60％低減され得ることが示された。一方、アンモニアスリップは最終

的に 10ppm以下を目標としており、SCR＋酸化触媒等の後処理により NOxと同時低減を
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図る設計が採用されている。 

 

安全面では、アンモニア燃料区画の換気回数（5回/h以上）、床面・天井面双方の吸

込み、二重配管内漏洩検知、エンジンルーム温度分布を考慮した拡散解析などが重要と

のことである。ABS は、換気・検知・非常遮断・退避手順を網羅したガイドラインを発

行しており、IGFコード改正や IACS UR H1等と整合させつつ更新を続けている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.11 Actual Decarbonisation Projects to Future-Proof Fleets – Lessons Learned 

本発表は、Technoveritas が、ポルトガル政府の「Green Shipping Programme」を通

じた実船脱炭素プロジェクトと得られた教訓を紹介したものである。同社の発表概要

を以下に示す。 

 

Green Shipping Programme は、燃費 10％以上削減と排出低減を要件に、船社の脱炭

素投資に対して最大 80％の補助を行うスキームであり、同社は第 1 回公募で承認され

た 11 隻のうち 10 隻を担当している。対象船には、バイオ燃料混焼システム

（BioHFO/BiometaFuel）、SCRレトロフィット、VFDによる補機最適化、プロペラ効率モ

ニタリング、デジタルプラットフォーム（Ego/Blue Energy Efficiency Monitoring）

などが導入されている。 

 

導入の結果、CO₂は年間約 77,000t 削減、燃料消費は 32％削減、Nox排出量は 43％削

減、PM 排出量は 36％削減、SOx排出量は 27％削減するなど、有意な効果が得られたと

のことである。 同社はこれらの技術を、MRVおよび FuelEU Maritime の認証者として

の立場も活かしつつ、規制対応・性能監視・運航最適化に統合して提供している。 
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また、導入の教訓として、以下が挙がっている。 

(1)船ごとのプロファイルに応じたカスタマイズの重要性 

(2)人（現場クルー・陸上スタッフ）の理解と主体的関与 

(3)船級・当局・機器メーカーを含むステークホルダーの早期巻き込み 

(4)小規模フリートと大規模フリートの投資余力差 

(5)陸電インフラ未整備など外部要因の制約 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.12 Onboard Carbon Capture: A Case Study of the 30K LCO₂ Carrier 

本発表は、ABS が、30km³級 LCO₂キャリアに船上 CO₂回収装置（OCCS）を搭載するケ

ーススタディを通じて、技術的実現性・安定性・経済性・インフラ課題を評価したもの

である。同社の発表概要を以下に示す。 

 

同会の取り組みでは、CO₂の化学吸収方式が採用され、60％の捕集率をターゲットと

して設計したところ、追加燃料消費は約 30％となり、OCCS 本体 CAPEXは約 700万 USD、

OPEX は約 250 万 USD/年と試算されている。船側では、約 1 万 t の追加重量と専用 CO₂

タンクの上部配置により GM低下が懸念されたが、詳細解析の結果、適切な配置・補強

により安定性要件を満たせることが確認された。 

 

最大の課題は、捕集 CO₂中の不純物管理と陸上インフラ側の受入体制である。H₂O、

SOx、NOx など数 ppm〜数十 ppmレベルの不純物が配管・タンク・パイプラインに及ぼす

腐食・SCCリスクは大きく、共通ライン・タンクが前提の既設インフラではクロスコン
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して設計したところ、追加燃料消費は約 30％となり、OCCS 本体 CAPEXは約 700万 USD、

OPEX は約 250 万 USD/年と試算されている。船側では、約 1 万 t の追加重量と専用 CO₂

タンクの上部配置により GM低下が懸念されたが、詳細解析の結果、適切な配置・補強

により安定性要件を満たせることが確認された。 

 

最大の課題は、捕集 CO₂中の不純物管理と陸上インフラ側の受入体制である。H₂O、

SOx、NOxなど数 ppm〜数十 ppmレベルの不純物が配管・タンク・パイプラインに及ぼす

腐食・SCCリスクは大きく、共通ライン・タンクが前提の既設インフラではクロスコン
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タミネーション問題が顕著とのことである。専用中間タンク・専用配管・高グレード材

の採用には莫大な追加コストを伴うため、OCCS 普及には「船上技術」と同等以上に「陸

上インフラ整備」と「不純物規格の標準化」が重要であると結論づけられた。 

 

ABSは、OCCS を「既存大型船における燃料改造の代替または補完オプション」と位置

付けつつ、単独では万能ではなく、燃料転換・運航最適化・港湾側インフラ整備と組み

合わせる必要があるとしている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２．まとめ 

国際的な脱炭素を実現するためには、洋上風力発電事業の推進や、既存の重油からゼロ

エミッション燃料である水素等への燃料転換が不可欠であり、この転換期を好機として、

我が国は世界の脱炭素化に貢献するとともに、諸外国の海事産業と競争しなければなら

ない。 

脱炭素の実現には、諸外国の最新技術の有効活用が必要なことはもちろん、関連する各

社・各団体との連携もまた必要不可欠であり、日常から信頼関係を構築する重要性が感じ

られる。 

今回の会合のような意見交換・技術紹介の場を活用し、引き続き脱炭素の推進に向けた

国際的な動向を調査し、得られた情報を共有することで、我が国の脱炭素の推進に貢献す

ることとしたい。 
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